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【全国】訪日外国人旅行者数の推移（推計値）
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4.7万人
（98.3%減）

年

1月： 4.7万人 (98.3％減）
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※1 通常入国者数、※2 船舶観光上陸者数、※3 船舶観光上陸を含む外国人入国者数、※4 通常入国者数の前年同月比、※5 船舶観光上陸を含む入国者数の前年同月比

【九州】外国人入国者数の推移(2020年12月速報値含む)

（注）月毎のデータは月報から、年計は年報から転載しているため、月毎の集計と年計は一致しないこともある。 〈出典：法務省出入国管理統計〉
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九州の宿泊事業の状況 （稼働指数、売上金額）

・九州の宿泊施設の稼働指数（過去１年間で最も稼働率の高い日の水準を「100pt」と設定した場合

の各月の稼働水準、公益財団法人九州経済調査協会調べ）は、11月をピークにGo To トラベル事業

の停止や緊急事態宣言の再発令により急減した。２月は季節的要因により僅かながら増加したが、

新型コロナ発生前の平成31年同月と比べ５割程度にとどまる。

※ 稼働指数の数値は、公益財団法人九州経済調査協会「DATASALAD」（宿泊稼働指数、http://www.kerc.or.jp/report/2021/01/16202012-1.html）
による。

※ 売上金額の数値は、２月末時点での国土交通省観光庁調べ（https://www.mlit.go.jp/kikikanri/kikikanri_tk_000018.html#eikyo）による。
標本数は、N=192（２月）、190（３月・見込み値）。

宿泊施設の稼働指数の推移 宿泊施設の売上金額の減少率の
推移（全国・対H31/R1年比）
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新型コロナウイルス感染症
国内での症例確認（R2.1.16）

月

令和３年

R2. R3.

県名 H31.2 R3.1 R3.2 県名 H31.2 R3.1 R3.2

福岡 64.5 20.1 23.3 大分 55.9 27.9 30.6

佐賀 53.7 42.5 47.6 宮崎 77.5 25.9 38.1

長崎 69.6 37.3 41.6 鹿児島 65.1 24.5 36.9

熊本 64.9 27.2 32.3 九州 65.4 25.4 31.4



コロナによる公共交通事業者への影響 （九州運輸局管内）

• 各事業ともにコロナ発生前の平成31年同月との比較では、前月（１月）同様、厳しい数値となって

いる。特に、高速バス、貸切バス及び旅客船については、Go To トラベル事業の停止等により著し

い落ち込みが見られる。

２月の輸送人員（対H31同月比） ２月の運送収入（対H31同月比）

※ 対象期間は、令和３年２月１日～２月28日（貸切バスの輸送人員のみ、同期間の実働率の対H31年比）。

※ 減少率は、回答のあった事業者の輸送人員・運送収入を足し上げて比較した業界全体の値。Nは、回答のあった事業者数。

※ 地域鉄道とは、新幹線、在来幹線及び都市鉄道に該当する路線以外の鉄道路線のこと（JR九州、西日本鉄道等は含まれない。）。

※ 旅客船は、主要離島航路及び観光航路のみの値。
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• 新型コロナウイルス感染拡⼤を防止するとともに、デジタル化をはじめとするポストコロナに向けた
経済構造の転換と地域における⺠需主導の好循環を実現し、地⽅創生を図るため、地⽅公共団体が地
域の実情に応じてきめ細やかに必要な事業を実施できるよう、「新型コロナウイルス感染症対応地⽅
創生臨時交付金」を増額する（併せて、地⽅における感染拡⼤に臨機応変に対応できるよう即時対応
分を新設）。（※ 1次補正：1兆円・2次補正：2兆円）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（3次補正）
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九州運輸局において、「運輸観光人材確保・育成促進プロジェクトチーム」を設置し、
・業界での優良と思われる取組みの収集と水平展開による業界全体での人材獲得の支援。
・学校訪問、インターンシップ、職場見学会など業界と連携した取組みを促進。
・働く女性と就活学生が一堂に会した女性の就労に繋がりうるシンポジウム・合同セミナーの開催。
・人材確保・育成に向けた各種支援制度の紹介 （他省庁分を含む） 等を積極的に実施。

人材確保・育成対策応援サイトの開設について（令和２年３月)
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